
 

入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

令和4年5月16日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

契約部長  松本 尚也 

◎調達機関番号 817  ◎所在地番号 08  

第04-1413-2号 

１ 事業概要 

 (1)  品質分類番号 41、78 

(2)  事業名 幌延深地層研究計画地下研究施

設整備（第Ⅲ期）等事業  

(3) 事業場所 北海道天塩郡幌延町字北進

432 番地 2（日本原子力研究開発機構 幌延

深地層研究センター）  

(4)  事業内容  

 本事業は、「民間資金等の活用による公共施設

等の整備等の促進に関する法律」（平成11年

法律第117号）（以下「ＰＦＩ法」という。）

第７条に基づき選定された事業（以下「本事

業」という。）として、開札の結果、落札者と

された者が、本事業を遂行することを目的と

する特別目的会社（会社法（平成 17 年法律

第86 号）に定められる株式会社。（以下「事

業者」という。））を設立し、当該事業者が、

落札者とされた者の提案に基づき、次に示す

業務を行う。より詳細な業務内容については、

事業契約書（案）及び要求水準書を参照のこ

と。 

ア 施設整備業務 

本事業における施設整備業務は、坑道の整備、

掘削土（ズリ）置場の整備であり、それらに

付随する業務を含む。想定している整備範囲

は以下に示すとおりである。 

a）坑道の想定整備範囲（設計値） 

・換気立坑：内径 4.5m、坑道長 120m（深度

380m～500m） 

・東立坑：内径6.5m、坑道長150m（深度380m

～530m） 

・西立坑：内径6.5m、坑道長150m（深度365m

～515m） 

・350m 水平坑道：坑道長66m （試験坑道6、

試験坑道7、大型試錐座） 

・500m 水平坑道：坑道長 203m（立坑連絡坑

道、試験坑道8、試験坑道9、ポンプ座、一



時避難所） 

b）掘削土（ズリ）置場の想定整備範囲 

掘削土（ズリ）置場への掘削土の盛土（約

32,000m3、搬入道路の切替え等を含む。） 

イ 維持管理業務 

a）点検保守・修繕業務 

b）機械設備運転・監視業務 

c）排水処理設備運転・監視業務 

d）清掃業務 

e）警備業務 

f）見学者等来訪者対応支援業務 

g）仮設備の更新及び改修業務 

h）その他維持管理で必要となる業務 

ウ 研究支援業務 

a）坑道での研究支援業務 

・実際の地質環境における人工バリアの適用性

確認に係る支援 

・処分概念オプションの実証に係る支援 

・上記の「必須の課題」への対応に必要なデー

タ取得に係る支援 

・他機関との共同研究等を実施するに当たって

の資機材の搬出入や資機材の貸与 

等への協力 

b）その他研究支援で必要となる業務 

・研究支援の実施に必要な一般的業務（作業の

安全管理、作業計画の策定、取得 

データの品質管理、作業報告等） 

(5)  事業期間 事業契約締結の日から令和 11

年3月31日まで 

２ 競争参加資格 

(1) 入札参加者が備えるべき要件等 

  1）入札参加者の構成等 

   ア 入札参加者は、１(4)5)アからウに掲げ

る業務を実施することを予定する単独企業（以

下「入札参加企業」という。）、又は複数の者で

構成されるグループ（以下「入札参加グループ」

という。）であること。詳細は入札説明書による。 

   イ 入札参加者は、入札参加企業又は入札

参加グループの構成員が本事業の遂行上果たす

役割を明らかにするとともに、入札参加グルー

プで申し込む場合には、入札参加表明書、競争

参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料

（以下「第一次審査資料」という。）の提出時に

代表企業名を明記し、必ず代表企業が入札手続

を行うとともに、国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構（以下「機構」という。）との対応



窓口となること。 

   ウ 入札参加者は、入札参加企業又は入札

参加グループの構成員以外の者で、事業開始後、

選定事業者から直接業務を受注し又は請け負う

ことを予定している者（以下「協力会社」とい

う。）についても、第一次審査資料の提出時にお

いて協力会社として明記すること。 

   エ 構成員の全部は、基本協定の締結後に

設立する事業者に出資を行うこと。また、事業

者の株主は、次の(ｱ)及び(ｲ)の要件を満たすこ

と。 

    （ｱ） 構成員である株主が事業者の株主

総会における全議決権を保有すること。 

    （ｲ） 事業者の株主は、原則として本事

業の事業契約が終了するまで事業者の株式を保

有することとし、機構の事前の書面による承諾

がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定その

他一切の処分を行ってはならない。 

   オ 入札参加者は、構成員それぞれが、１

(4)5)アからウに掲げる業務のうち、いずれを実

施するかを明らかにすること。なお、一者が複

数の業務を兼ねて実施すること、業務範囲を明

確にした上で各業務を複数の者の間で分担する

ことは差し支えない。 

   カ 参加表明書により参加の意思を表明し

た入札参加グループの構成員及び協力会社の変

更は認めない。ただし、やむを得ない事情が生

じた場合は、発注者はその事情を検討のうえ、

可否の決定をするものとする。 

  2）入札参加者及び協力会社の参加要件等 

   ア 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第

165号）第 70条及び第 71条の規定に該当しな

い者であること。 

   イ ＰＦＩ法第9条の規定に該当しない者

であること。 

   ウ 文部科学省（以下「文科省」という。）

における一般競争参加資格の認定を受けている

こと（会社更生法に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申し立てがなされている者につい

ては、手続開始の決定後に審査を受け一般競争

参加資格の再認定を受けていること。）。 

また、会社更生法に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者（上記再

認定を受けた者を除く。）でないこと。    



   エ 参加表明書及び競争参加資格確認申請

書の提出期限の日から入札書の開札が終了する

までの期間に、機構の「契約にかかる指名停止

等の措置要領について」（令和2年4月9日施行）

に基づく指名停止を「北海道地区」において受

けていないこと。 

   オ 機構が本事業について、本事業のアド

バイザリー業務を委託した三菱UFJリサーチ＆

コンサルティング株式会社と資本面若しくは人

事面において関連がある者でないこと。 

   カ 入札参加企業、入札参加グループの構

成員若しくはその協力会社又はこれらの企業と

資本面若しくは人事面において関連がある者の

いずれかが、他の入札参加企業、入札参加グル

ープの構成員又は協力会社として参加していな

いこと。 

   キ 入札説明書に定めるＰＦＩ事業審査委

員会の委員が属する企業又はその企業、団体と

資本面又は人事面において関連がある者でない

こと。なお、「資本面において関連がある」とは、

一方の会社が他方の会社の総株主の議決権の

100分の 50を超える場合をいい、「人事面にお

いて関連がある」とは、一方の企業、団体の役

員が他方の企業、団体の役員を現に兼ねている

場合をいう（上記オ、カについても同様）。 

   ク 入札に参加しようとする者の間に以下

の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

    （ｱ） 資本関係 次のいずれかに該当す

る二者の場合。 

     ① 子会社等（会社法（平成17年法律

第86号）第2条第3号の2）に規定する子会社

等をいう。以下同じ。）と親会社等（同条第 4

号の2に規定する親会社等をいう。以下同じ。）

の関係にある場合。 

     ② 親会社を同じくする子会社同士の

関係にある場合 

    (ｲ) 人的関係 次のいずれかに該当す

る二者の場合。ただし、①については会社等（会

社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第

2条第 3項第 2号に規定する会社等をいう。以

下同じ。）の一方が民事再生法（平成11年法律

第225号）第2条第4号に規定する再生手続が

存続中の会社等又は更生会社（会社更生法 

（平成14年法律第154号）第2条第7項に規定す

る更生会社をいう。）である場合を除く。 

     ① 一方の会社等の役員（会社法施行



規則第2条第3項第3号に規定する役員 

のうち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他

方の会社等の役員を現に兼ねている場合。 

      ⅰ）株式会社の取締役。ただし、次

に掲げる者を除く。 

       （ⅰ）会社法第 2 条第 11 号の 2

に規定する監査等委員会設置会社における監査

等委員である取締役。 

       （ⅱ）会社法第2条第12号に規定

する指名委員会等設置会社における取締役。 

       （ⅲ）会社法第2条第15号に規定

する社外取締役。 

       （ⅳ）会社法第348条第1項に規

定する定款に別段の定めがある場合により業務

を執行しないこととされている取締役。 

      ⅱ）会社法第402条に規定する指名

委員会等設置会社の執行役。 

      ⅲ）会社法第575条第1項に規定す

る持分会社（合名会社、合資会社又は合 

同会社をいう。）の社員（同法第590条第1項に規

定する定款に別段の定めがある場合により業務

を執行しないこととされている社員を除く。） 

      ⅳ）組合の理事。 

      ⅴ）その他業務を執行する者であっ

て、ⅰ）からⅳ）までに掲げる者に準ずる者。 

     ② 一方の会社等の役員が、他方の会

社等の管財人を現に兼ねている場合。 

     ③ 一方の会社等の管財人が、他方の

会社等の管財人を現に兼ねている場合。 

    (ｳ) その他入札の適正さが阻害される

と認められる場合  

組合（共同企業体を含む。）とその構

成員が同一の入札に参加している場合その他上

記(ｱ)又は(ｲ)と同視しうる資本関係又は人的関

係があると認められる場合。 

   ケ 警察当局から、機構に対し、暴力団員

が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに

準じるものとして、物品の製造等、建設工事及

び測量等からの排除要請があり、当該状況が継

続しているものでないこと。 

コ 機構が発注した「幌延深地層研究計画

地下施設整備（第Ⅲ期）等工事（仮称）実施設

計」に従事した企業である、北電総合設計株式

会社又は当該受託者と資本若しくは人事面にお

いて関連がある建設業者でないこと。 

 



 (2) 各業務の参加資格要件 

  1）施設整備及び維持管理にあたる者は、次の

要件を満たすこと。 

   ア 審査値 施設整備に携わる入札参加企

業又は入札参加グループの構成員及び協力会社

は、文科省における土木一式に係る一般競争参

加資格の認定した数値が次の点以上であること。 

土木一式工事1,200 点 

なお、複数の工事を同一の企業が実施すること

は差し支えない。また、各工事を複数の企業が

共同して実施することは差し支えない。ただし、

この場合においては、共同して工事を実施する

全ての入札参加企業又は入札参加グループの構

成員及び協力会社が上記を満たすものとする。

（上記 2 (1) 2）ウの再認定を受けた者にあた

っては、当該再認定の際の数値が1,200点以上

であること。） 

   イ 工事実績 平成 15 年度以降に元請と

して、（共同企業体の構成員のうち代表者以外の

構成員にあっては、出資率20％以上の場合に限

る）、おおむね深度 200m 以上、内径 4m以上の

立坑掘削工事の施工実績を有すること（令和 5 

年3 月31 日までに完了見込みの工事を含む。

なお、実績は機構（旧日本原子力研究所又は旧

核燃料サイクル開発機構）、原子力事業者（※1）、 

省庁、独立行政法人、国立研究開発法人、国立

大学法人、公立大学法人、旧公団等（※2）、都

道府県、市町村が発注した業務に限る。 

   ウ 配置予定技術者 

    (ｱ) 資格 資格は①及び②に該当する

こと。 

     ①専任で配置できること。 

     ②一級土木施工管理技士又は技術士

（建設部門）で監理技術者資格者証の交付を受

けている者であること。 

    (ｲ) 工事経験 平成 15 年度以降で元

請けとして（共同企業体の構成員のうち代表者

以外の構成員にあっては、出資比率 20%以上の

場合のものに限る）、おおむね深度 200m 以上、

内径 4m 以上の立坑掘削工事の施工実績を有す

ること（令和5 年3 月31 日までに完了見込み

の工事を含む。 

なお、実績は機構（旧日本原子力研究所又は旧

核燃料サイクル開発機構）、原子力事業者（※1）、

省庁、独立行政法人、国立研究開発法人、国立

大学法人、公立大学法人、旧公団等（※2）、都



道府県、市町村が発注した業務に限る。 

    ※1：原子力事業者 

     電気事業法第 2 条に規定された電気

事業者のうち発電用原子炉の設置許可を受けた

事業者 

原子炉等規制法第 44 条の規定に基づ

いた使用済燃料の再処理に関する事業指定を受 

けた事業者 

原子炉等規制法第 1 条の規定に基づ

いた加工に関する事業指定を受けた事業者 

原子炉等規制法第 23 条の規定に基づ

いた試験研究用等原子炉の設置許可を受けた事

業者 

原子炉等規制法第43 条の4 の規定に

基づいた貯蔵の事業の許可を受けた事業者 

原子炉等規制法第51 条の2 の規定に

基づいた廃棄の事業の許可を受けた事業者 

原子炉等規制法第 52 条の規定に基づ

いた使用の許可を受けた事業者     

※2：旧公団等とは、民営化によって組

織された、北海道旅客鉄道㈱、東日本旅客鉄道

㈱、東海旅客鉄道㈱、西日本旅客鉄道㈱、四国

旅客鉄道㈱、九州旅客鉄道㈱、日本貨物鉄道㈱、

東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本

高速道路㈱、首都高速道路㈱、阪神高速道路㈱、

本州四国連絡高速道路㈱等で、民営化後の発 

注案件も業務実績とすることができる。 

  2） 研究支援に当たる者は、次の要件を満た

すこと。 

   ア 高レベル放射性廃棄物の処分技術に関

する研究開発に係る業務の受託実績を有し、本

件に従事できる研究者又は技術者を配置できる

こと。 

   イ データ取得に必要な研究坑道内におけ

る作業（坑道壁面調査、ボーリング調査等） 

の実績を有し、またボーリング孔を利用した調

査、測定機器の設置、モニタリングが実施でき

る技術及び知識を有していること。 

３ 入札手続等 

 (1) 担当部局 

〒319-1184 茨城県那珂郡東海村舟石川 765

番地 1 国立研究開発法人日本原子力研究開

発機構 契約部 契約第 3 課 電話

080-4654-3742 

(2)  入札説明書の交付期間 

 令和4年5月16日から令和4年7月5日 



  入札説明書は、上記(1)より、若しくは下記

当機構ホームページにて交付する。 

https://www.jaea.go.jp/02/compe/pfi/horo

nobe2021/ 

(3)  第一次審査資料の提出期間、場所及び方

法 

 提出期間：令和4年7月6日17時まで 

 提出場所：上記(1)に同じ 

            持参又は郵送（書留郵便に限り、

期限までに必着）のこと。 

 (4)  入札書及び第二次審査資料の提出期間、

場所及び方法 

 提出期間：令和4年10月6日17時まで 

 提出場所：上記(1)に同じ 

            持参又は郵送（書留郵便に限り、

期限までに必着）のこと。 

(5)   開札の日時及び場所 

開札日時：令和4年12月2日10時00分 

開札場所：〒319-1184 茨城県那珂郡東海村大

字舟石川765番地1 日本原子力研究開発機構 

本部 入札室1。 

４ その他 

 (1) 手続において使用する言語及び通貨 日

本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金 免除 

② 契約保証金 免除。ただし、債務の不履

行により生ずる損害金の支払を保証する金

融機関又は保証事業会社の保証又は公共工

事履行保証証券による保証若しくは履行保

証保険契約を締結すること。この場合の保険

金額又は保険金額は請負代金額の 10 分の 3

以上とする。 

 (3) 入札の無効 

  本公告に示した競争参加資格のない者のした

入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者

のした入札及び入札に関する条件に違反した

入札は無効とする。また、電子入札において

「ＪＡＥＡ電子入札システム運用基準」に違

反した者の行った入札は無効とする。 

(4) 落札者の決定方法 

 落札者の決定に当たっては、予定価格の制限

の範囲内で指定する性能等の要求水準を満た

している提案をした入札者の中から総合評価

により落札者を選定する。詳細は入札説明書

による。 

https://www.jaea.go.jp/02/compe/pfi/horonobe2021/
https://www.jaea.go.jp/02/compe/pfi/horonobe2021/


(5) 手続における交渉の有無 無。 

 (6) 契約書作成の要否 要。 

 (7) 本事業に係る業務以外で、本事業に直接

関連する業務に関する他の契約を本事業の 

契約の相手方と随意契約により締結する予

定の有無 無。 

 (8) 関連情報を入手するための照会窓口 上

記３(1)に同じ。 

 (9) 一般競争参加資格の認定等を受けていな

い企業を本事業に係る業務に携わる者とす 

る場合の参加 上記２(1)2）ウに掲げる一般

競争参加資格の認定等を受けていない企業

も、上記３(3)により参加表明書等を提出す

ることができるが、競争に参加するためには、

開札の時において当該企業が資格の認定等

を受け、かつ、入札参加者が競争参加資格の

認定を受けていなければならない。 

５ Summary 

(1)  Official in charge of disbursement of the 

procuring entity ; Naoya Matsumoto 

Director of Contract Department, Japan 

Atomic Energy Agency 

(2)  Classification of the products to be 

procured ; 41 ,78 

(3) Subject matter of the contract ; PFI-based 

construction, maintenance & care and 

research support on the Horonobe URL 

project 

(4) Delivery period ; By 31 March 2029 

(5) Time-limit for the submission of 

application forms and relevant 

documents for the qualification by 

bringing or mailing : 17:00 P.M .6,July 

2022 

(6) Time-limit for the submission of tenders 

by bringing or mailing : 17:00 P.M .6,  

October 2022 

(7) Delivery place ; it is on specifications 

(8)  Qualifications for participating in the 

tendering procedures ; Suppliers  

eligible for participating in the proposed 

tender are those who shall ①not come 

under Article 70 of the Cabinet Order 

concerning the Budget, Auditing and 

Accounting, furthermore, minors, Person 

under Conservatorship or Person under 



Assistance that obtained the consent 

necessary for concluding a contract may 

be applicable under cases of special 

reasons within the said clause, ②not 

come under Article 71 of the Cabinet 

Order concerning the Budget, Auditing 

and Accounting, ③have been qualified 

through the examination of 

qualifications by Ministry of Education 

for participating in tenders for 

Construction work, ④ not be currently 

under suspension of nomination by 

Director of Contract Department, Japan 

Atomic Energy Agency  

 (9) Contact point for the notice ; Contract  

Section 3, Contract Department, Japan 

Atomic Energy Agency,  765-1 ， 

Funaishikawa Tokai-mura Naka-gun 

Ibaraki-ken 319-1184 Japan. TEL 

080-4654-3742 

 

 

 

 


